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現地レポート 

「設計・工事連携型」業務及び工事の試行について 

五十嵐宏彰・金目達弥・坂西修一
 

1．はじめに1 

 公共工事の発注は、設計と施工を分離して発注

することが原則であり、設計業務において、周辺

環境などの現場条件を踏まえ、詳細設計、施工計

画を検討・立案し、これを基に工事を発注してい

る。 
工事契約後の設計照査や、工事が進む中で詳細

設計どおりの施工ができないなど、工事受注者か

ら指摘を受ける場合がある。これにより、施工方

法の見直しが必要となる場合もあり、大幅な工期

延長や、工事費の増額が生じる事例も発生してい

る。 
北陸地方整備局では、令和2年度より、このよ

うな状況を改善すべく、詳細設計段階から、工事

受注者の助言を得る「設計・工事連携型」業務及

び工事の取組を試行している。現在、工事中では

あるが、大河津分水路左右岸堤防強化工事での試

行結果について、発注者側、受注者側（設計者・

工事受注者）それぞれの立場で得られた効果と課

題について報告する。 

2．「設計・工事連携型」業務及び工事の概要 

2.1 試行の目的 
 補正予算や緊急的なプロジェクトなどは、集中

的に多くの業務や工事を執行する必要があるため、

工事の設計・仕様が検討中の状況であっても工事

を発注せざるを得ない。その結果、詳細設計の手

戻りが生じ、工事工程に影響する場合がある。 
 このため、詳細設計段階から工事受注者の視点

を取り入れることで、コンサルタントの設計技術

力と工事受注者の持つ施工能力が連携し、施工性

の高い設計、手戻りの少ない設計が得られ、事業

全体が効率的に進捗し、事業効果の早期発現を目

指すものである。 
 
 
──────────────────────── 
Benefits and Problems of the Design-Construction Collaboration 
Approach in Construction Projects 

2.2 取組の進め方 
 詳細設計を工事に先行して発注し、一定程度の

検討が進む段階を見据え、概略・概数発注、余裕

工期付き発注により工事を早期に契約締結する。

図-1に示すとおり、工事受注者は余裕工期中に発

注者が設置する設計連携会議に参加し、「設計条

件の整理・検討、平面、縦断線形設計、施工計画、

仮設計画、構造物詳細設計」について、施工確実

性の観点から助言を行う。設計者は、工事受注者

からの助言を踏まえ、詳細設計を進める。発注者

はその成果品をもとに工事の設計変更を実施する

ものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 工事の流れ（イメージ）  

2.3 発注者側が期待する効果 
工事受注者が詳細設計段階から関与することで、

施工実態にあった、実現可能性の高い設計となり、

工事契約後の手戻り防止が図られる。 

3．試行業務及び工事での実施状況 

3.1 試行工事の概要 
 大河津分水路左右岸堤防強化工事は、社会資本

整備審議会「気候変動を踏まえた水災害対策のあ

り方について」（令和2年7月）の答申を踏まえ、

大河津分水路において「越水に対して粘り強い河

川堤防」を目指した堤防強化のパイロット施工を

実施するものである。図-2に示す通り、対策区間

はJR越後線大河津分水橋梁を挟む上下流約110ｍ
の左右岸計220ｍである。本工事の設計・施工に
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ついては、営業線に近接しての施工となることか

ら東日本旅客鉄道（株）との綿密な協議と調整を

早期に行い、現場環境や施工条件を定めることと

なる。さらに既存堤防の堤脚部には県道や農業用

水路があり、狭隘な現場条件である。このため、

本工事の詳細設計の実施にあたっては、予め施工

者の視点を取り入れることが効率的との判断から、

「設計・工事連携型」業務及び工事を試行するも

のである。 
 
 
 
 
 
 
 

図-2 工事実施箇所  
3.2 詳細設計業務受注者の知見 
3.2.1 本試行の効果について 

（1）合同調査による設計期間の短縮 
 詳細設計が完了するためには、鉄道施設（埋設

物や軌道など）の位置関係を把握するため現地調

査や測量調査が必要となる。（図 -3）調査は営業

線に対する保安体制を確立したうえで、鉄道管理

者と事前協議や同意を経て調査実施となり、手続

きや事前協議に数カ月を要する場合もある。本工

事では、施工者の保安体制下のもと軌道敷内の調

査が可能となり調査期間の短縮や調査コスト縮減

のほか、鉄道管理者側の負担軽減にもつながった。  

図-3 発注者、工事受注者との合同調査状況  

（2）予備設計段階における効果 
従前の工事では、施工者による設計図書の照査

を経て、現場不一致や施工上の課題等を発注者や

設計者と共有した後、必要に応じて設計図書の訂

正、変更、追加調査が行われる。修正設計等の業

務を新規契約して対応する必要があるような状況

では、設計図書の再提示に数カ月から半年を要す

る場合がある。本業務では整備後の水防活動の効

率化を目指して可能な限り軌道に近接して擁壁を

設置することが求められた。一方、設置予定箇所

は営業線が近接し、架線が設置されているため大

型重機やプレキャスト材の使用は限定されるとい

う施工上の制約があった。 
予備設計段階で通常のコンクリート型枠から残

存型枠を使用してはどうかとの施工者からの助言

を得ることができたため、コンクリート打設後に

軌道側からの脱型作業が省略することで、通常の

工法と比べてより軌道に近い位置に擁壁を配置す

ることが可能となった。さらに、予備設計と並行

して実施した鉄道管理者との協議においては、具

体的な施工方法を踏まえた配置計画と、これに基

づく擁壁施工時の軌道変位予測値（図-4）を提示

することで、施工の同意を得ることができた。 
 

図 -4 軌道脇に計画した擁壁と工事による軌道への影響

予測結果  

3.2.2 取組の運用改善案ついて 
本文記載段階（6月中旬）で、設計・工事連携

会議は概ね1回／月のペースで計5回程度開催さ

れており、通常の設計業務に比べ、打合せ回数は

増加することとなっている。会議回数増加に伴い、
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会議に要する移動時間が大幅な負担増とならない

よう、WEB会議等を基本とする運用が望まれる。 
3.3 工事受注者の知見 
3.3.1 本試行の効果について 
 具体的な効果内容を下に記載する。 

（1）工事支障物への対応について 
 他機関との協議が必要な工事支障物は、工事の

着手開始時期に大きく影響を及ぼすため、何より

も早期解決が必要となる。本試行により概略発注

図のBIM/CIMモデルを早い段階から入手でき、

これを活用して、図-5のように工事支障物と重ね

合わせた結果、対応に時間を要する情報通信ケー

ブル（JR東日本㈱）やCCTV設備（電力供給：

東北電力㈱）を確認することができた。これによ

り、早期に関係者の協議を開始でき、図-6のよう

にCCTV設備の移設案の検討など、遅滞なく対応

することができた。 

図-5 支障物：情報通信ケーブル（JR東日本㈱） 

図-6 支障物：CCTV設備（東北電力㈱）  

（2）施工方法を踏まえた設計について 
 本工事は、『粘り強い河川堤防』であり、川表、

裏の堤防法肩の処理、川裏護岸、吸出防止材の仕

様など、独自の設計となっており、施工実績のな

い構造であったため、設計通りに施工できるのか、

施工手順を踏まえて確認し、施工できない場合は、

『粘り強い河川堤防』としての性能を確保した代

替え案を提案した。一例として川裏護岸工天端部

における吸出防止材の敷設位置について施工方法

を協議した。当初、図-7の詳細設計を提示された

が、これを施工するには、巻止工の掘削→吸出防

止材敷設→巻止工砕石→巻止工布設。その後、巻

止工埋戻しを行うため、図-8に示すとおり、一度

敷設完了した吸出防止材を上部へまくり上げる手

戻り作業を行わなければならない。そこで図-9に
示すとおり、設計上求められる性能を満足し、か

つ施工性も向上させるため、コンクリート充填の

併用を提案した。その結果、提案が採用され、詳

細設計が修正されることとなった。 

図-7 吸い出し防止材の敷設図面(当初詳細設計) 

図-8 吸い出し防止材の敷設図面(受注者指摘) 

図-9 吸い出し防止材の敷設図面(修正詳細設計) 

3.3.2 取組の運用改善案について 

施工方法を踏まえた設計、その設計と工事支障

物への対応や、現況との取り合いの確認を事前に

行えることで、工事着手後の変更協議資料の作成

やそれに伴う工事の遅延を回避でき、円滑に施工

を進めることができるため、工事着手後のメリッ
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トは大きいと考える。ただし、今回の工事におい

ては、関係機関協議に時間を要したことで、工事

着手が遅れることとなっており、今後は、工事着

手前の設計協力期間を極力短縮できる工夫を行う

事で、本試行が効果的に運用できると考えられる。 

4．発注者の知見 

4.1 本試行の効果 
 今回の試行工事は、軌道との近接工事に該当す

るため、軌道内には立ち入らないことは当然であ

るが、制限範囲内の作業も極力減らし、軌道部へ

の影響を軽減する施工が求められる。このため、

工事受注者から、想定される重機とその配置、重

機の乗り入れに坂路がいるのかなど、意見を聞く

ことで、実現可能な施工をもとに設計を進めるこ

とができた。 
 また、工事受注者から詳細設計どおりには施工

ができない、工事用道路を設けなければ標準機で

の法面整形ができないなど、施工面に関する指摘

を受けている。通常の契約であれば、工事契約後

の設計照査や、ある程度施工が進んだ段階で、工

事受注者から施工方法の見直しについて協議を受

けていた指摘である。これに係わる協議書の取り

交わしや、詳細設計の手戻りとなる内容である。

このようなことを設計連携会議で指摘され、その

場で直ちに設計の見直を指示したことで、詳細設

計受注者への調整行為に要する時間が不要となり、

これに係わる時間の短縮と調整に係わる労力も低

減されたと考えている。 
本工事では他機関との協議が進むにつれて、当

初想定していなかった協議事項も多く出てきたこ

とから、当初計画よりも工事着手は遅れる結果と

なったが、工事着手後の手戻りは防がれ、スムー

ズに工事が進み全体スケジュールとしては工事期

間の短縮が図られるものと考えている。 
また、余裕工期内に対外調整を完了したうえで、

設計連携会議を実施、その期間内に修正設計が完

了できれば、さらなる工期短縮効果も期待される。 
4.2 発注者の視点での課題 

本試行は、設計業務の契約期間内に詳細設計成

果をまとめ、部分使用手続きを経て、工事受注者

へ提示する想定で考えられている。今回の試行工

事では、対外調整に不測の日数を要するとともに

設計の見直しが必要となり、設計業務の工期を延

期することとなった。これにより、工事受注者へ

の詳細設計の提示も遅れる結果となっており、工

事公告時に想定していた余裕工期内に工事着手が

できず、工事の一部中止を行っている。設計業務

の遅れが工事着手の遅れに直結することを認識の

うえ、工事公告段階で示した詳細設計の提示時期

を常に意識して、設計業務の進捗に遅れが生じな

いようなマネジメントが必要である。 

5．まとめ 

 本試行工事を通じて、設計段階から工事受注者

の助言を得ながら検討を進めることによる設計の

効率化が図られ、その効果が確認できた。ただし、

当事務所において、「設計・工事連携型」業務及

び工事の試行は、2事例目であり、試行錯誤しな

がら進めていた状況であった。このため、最適な

進め方に至っておらず、本取組に期待する効果も

十分には得られていないと考えている。当該工事

を通じて確認された課題については、工事完成後

に受注者との意見交換の場を設け、改善策を議論

するとともに最適な設計連携会議の実施時期や、

進め方について、整理していきたいと考えている。

今後も本試行を継続し、受発注者が相互に労力の

低減となり、生産性向上に繋がるように努めたい。 
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